
持続可能なまちづくりを考える町民懇談会

R2.11 斜里町

今変えなければ、町の存続が危うい



① 第6次斜里町行政改革実施計画

アクションプランについて

財政課



１．斜里町の財政見通し
令和2年度第6次総合計画実施計画（中期財政収支）に基づく
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1-① 斜里町の財政（基金の推移）

■単位：億円

※H22～R1は決算値、R2～R6は財政収支試算による

急激な減少傾向

4

25.4
24.8

22.4
21.0

17.0

11.9

9.5

4.4
6.7

Point
①R2年度は病院会計への貸付金、R3年度にはコロナの影響が本格化

②財政調整基金（町の貯金）がR5年度でほぼ枯渇する見通し
③毎年2億円以上の収支改善が必要

財調残額が
黄色信号？

財調残額が
赤信号？
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■単位：億円
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Point
○斜里町の基金（特定目的基金含む）現在高は、管内で最下位

※基金現在高に「国民健康保険基金」「介護
給付費準備基金」は含んでいない

庁舎新築

合併市町村（平成）

過疎地域指定以外



※総務省「過疎対策の概要（H30.7）」、北海道「北海道過疎地域自立促進方針」に基づく

1-③ 過疎地域指定

過疎法に基づく施策

１．国の補助のかさ上げ等

２．過疎対策事業債 充当率100％、元利償還金の7割を交付税措置
３．都道府県代行制度：基幹道路、公共下水道
４．金融措置：政府系金融機関等の資金確保
５．税制措置：所得税・法人税に係る減価償却の特例 等
６．地方税の課税免除・不均一課税に伴う地方交付税による減収補填措置
その他、過疎対策のための国庫補助金（過疎地域等自立活性化推進交付金 補助率 定額・1/2・1/3）
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1-④ 過疎地域指定と斜里町
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【過疎地域の主な要件】
下の①～③のいずれかの要件を満たすと過疎地域指定を受ける（その他、財政力指数などの要件がある）

斜里町は、基準は下回っているものの、わずかな差で近隣市町村と大きな格差を受けている

過疎対策制度などの改正・拡充を求めています

かつ



地方自治体の「財政」について（北海道新聞報道から）

8/16  「崖っぷち」町立中標津病院 町会計の１割毎年補填・・・でも赤字
外部専門家交え改革本格化
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10/13 図書館建て替え構想暗雲
端野自治区過疎指定除外の可能性

7/26  過疎法見直し、道内危機感
８割超の自治体指定 来年３月で期限切れ

10/22 新過疎法案、道内１３市町村指定除外も
財政支援打ち切り 人口減少率の基準変更

8/23  核のごみ最終処分場 寿都町が調査応募検討
町長「財政見据えた」

2020年
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２ 斜里町の財政（歳出全般）

■単位：億円

※H22～R1は決算値、R2～R6は
財政収支試算による
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Point
①経常的経費が増加傾向（投資的経費は抑制）
②「物件費」や「補助費・繰出金」の増加が主な要因
③減少傾向だった「人件費」「公債費」も今後は横ばいから微増
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※H22～R1は決算値、R2～R6は財政収支試算による
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繰出上限を定め、貸付金の中で経営改善

3 繰出金・補助費の上昇

6.8

町独自軽減策の廃止と
応益分割合の低下

料金改定による繰出抑制
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※R1は決算値、R2～R6は財政収支試算による
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【試算前提】
○R2年度税収は、徴収猶予等の影響を受け減収。
○R3年度税収は、R2年度売上予測について、全体で△30％と見込み、
個人町民税△25％、法人町民税△20％と試算した。
○R4以降は、コロナの影響が２年度収束し、ほぼコロナ以前に戻った状態
として試算
○これらへの資金手当てとして右表の措置をとると想定。

４ 新型コロナウィルスの影響（町税試算内容）

20.4

18.1

16.9

19.2 19.3 19.0

【主な資金手当等】
○R2年度には、徴収猶予分を対象に、徴収猶予債（1.0億円）の借入を
予定。（翌年度返済）
○R3年度の固定資産税免除分（0.9億円）は、別途「減収補填特別交付
金」として国費で補填される予定。
○町税の減収分については、地方交付税措置で翌年度75％反映され
るものとして試算

（R1比△2.3）

（R1比△3.5）

（R1比△1.2） （R1比△1.1） （R1比△1.4）

R2-R3で実質1億円程度の税収減の影響と試算



なぜ、今後の斜里町の財政が厳しいか

１．過疎対策事業債、合併特例債という有利な起債を使うことがで

きないことなどにより、基金（貯金）が管内最低レベル
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４．新型コロナウイルスの影響による観光業、商工業等への多

大な影響と、これに伴う税収等の大幅減

３．病院事業会計、下水道事業会計などの収支バランスの崩れに

伴う繰出金の増加

２．少子高齢化、人口減少の影響や、賃金単価の増な

ど社会の変化に伴う、経常収支バランスの崩れ



基金が枯渇すると…

○国の「三位一体の改革」による地方交付税
の大幅削減
○病院事業への繰出額（毎年0.7億円～1.4億
円）の増加と、病院会計不良債務（6.5億円）

羅臼町

H15 中標津町との合併協議
H16 中標津町住民投票で合併断念
H17 「自立のまちづくりを目指して（H18-27)
H19 看護師退職増、夜間診療不可能に
H20 国保病院から診療所への転換

→6.5億円の不良債務処理（H20-25）
H20 「羅臼町財政健全化計画書（H20-27）」

○町税等の収納対策強化
○使用料等の見直し
○施設等維持・管理費の削減
●学校・保育所統合、スキー場休止
○補助金等の整理合理化
○使用料等の見直し
○総人件費の抑制
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自治体は赤字を埋めるための借金はできません 急激な改革が必要となります

国とは違います

赤信号となる前に、収支改善が必要です

斜里町も



２．基金の枯渇を回避するために
第6次斜里町行政改革実施計画アクションプラン



アクションプラン① 概要
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１ 目標
①町の財政調整基金の枯渇が近づく中、確実に財政健全化をはかるため、早急に収支バランスの改善を目指す。
②そのため、第6次斜里町行政改革実施計画のうち、特に財政健全化に寄与する項目に重点を絞り、具体化をはか
ることで、着実な実施を目指す。

２ 数値目標
① 財政調整基金残高 14.5億（R1末）→5億 (R5末）→10億 (R10末)

② 経常収支比率 88.0％(R1末）→ 90%以下（R5末）→ 90％以下(R10末)
③ 実質公債費比率 9.9％(R1末）→ 11%以下 (R5末）→ 11％以下(R10末) ※ 早期健全化基準 25.0％
④ 将来負担比率 95.4％（R1末）→ 97%以下 (R5末）→ 97％以下(R10末) ※ 早期健全化基準 350.0％

３ 位置付け
① 第6次斜里町行政改革実施計画（H31～H35）の行動計画
② 第6次斜里町総合計画実施計画（中期財政試算）の資料を基礎として作成する
③ 令和3年度予算以降、毎年の予算に反映するものとし、令和5年度末の目標の実現に向けて、毎年見直しを重
ね、実績を公表するものとする。

４ 計画期間 令和2年12月～令和6年3月（3年3か月間）

５ スケジュール
R2.10月下旬～ 行革推進委員会協議
R2.11月 「緊急町民懇談会」における町民からの意見聴取
R2.12月 議会協議 → 計画確定
R2.12～R3.2 R3予算案への反映



アクションプラン② 考え方
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１ 経常収支のバランスを確保
現在の町財政のひっ迫した状況は、経常的な収支バランスが崩れていると認識し、全面的な
収入の確保、支出の抑制に取り組むためこのアクションプランを確実に実施します。

また、プラン策定後も、掲載されていない事項について検討を続け、極力早期に財政改善
が図られるよう必要に応じて改定します。

２ 企業会計・特別会計の独立採算制を再認識
企業会計（水道、病院）と今後企業会計への移行が予定される下水道特別会計については、独
立採算が前提となります。それぞれの会計で収支バランスが維持できるよう、適切な料金の改
定、経費の縮減に計画的に取り組みます。

３ 「投資的な財源」の必要性
人口減少や少子高齢化、道路、橋梁、水道などインフラの老朽化への対応、情報化や国際化
など多くの課題への取り組みも必要であり、そのための投資的な財源が必要となります。

４ 「投資的な財源」の確保
「企業版ふるさと納税」「リワード（返礼品）付ふるさと納税」「宿泊税」といった収入は、不
安定で臨時的な財源であり、これらの収入に財源として頼りすぎることは危険です。そのため、上記

で求められる「投資的な事業」の財源として、基金を活用しつつ計画的に充当するものとします。



アクションプラン③ 歳出の抑制
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実施項目

実施年度

第6次行政改革項目
R2 R3 R4 R5

国保病院経営の改善による繰入金
の抑制

経営の改善と繰入金のシーリング Ⅲ-3-(3) ２）
経営改善による繰入金の縮減

下水道使用料の改定（企業会計へ
の移行）

料金改定 企業会計
化

Ⅲ-2-(2) ２）
受益者負担・公共料金の適正化

高齢者施策等の全面的な見直し 一部実施 実施 実施 実施 Ⅲ-3-(1) １）
団体運営補助金等の適正化

投資的事業の抑制と大型事業（斜
里中グラウンドの人工芝化）の中止

中止
抑制

抑制 抑制 Ⅲ-3-(4) １）
公共施設等総合管理計画等の推進

団体運営補助金の適正化 適正化 適正化 適正化 Ⅲ-3-(1) １）
団体運営補助金等の適正化

広域化や共同化による効率的な行
政に向けた準備

実施 実施 実施 Ⅲ-3-(2) １）
広域事務事業の共同処理による効率化

民間委託の具体的検討 一部実施 実施 実施 Ⅱ-1(1) １）
行政サービスのｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ等の推進
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病院事業会計繰出金（実質） 病院事業会計繰出金（抑制）

毎年1億円以上抑制

（R3～）

アクションプラン③-1 国保病院経営の改善
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繰出上限を定め、貸付
金の中で経営改善

①病院会計への繰出金のシーリングの設定
○繰出金の上限を5.5億円とし、これに加えて運転資金
として2億円の貸付金を提供します。貸付金について
は、6年目から償還を進め、5年間（R12年）で返済を終
了します。（貸付期間10年間）
○独立採算制に基づく企業会計として、病院内部の経
営意識を高めます。

②「経営改善に向けた緊急的な取組み」の実行
○病棟再編・病床数の適正化（削減）を行い、
病床稼働率、患者単価を向上。（R3～）

○各種加算の積極的算定。（R3～）
○外来診療時間の適正化（R3～）
○医師の配置体制を見直し、「非常勤医師報酬等」
の削減。（R4～）

○「看護師」「看護補助者」「助手」の適正配置による
抑制（R2～）

○医療機器等導入の抑制（R2～） など

■単位：億円

実質的に、R5からは
5億円以下の繰出金
で賄う内容

病院会計への繰出金の推移

6.8
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アクションプラン③-2 下水道使用料の改定
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①下水道料金の改定（R4）
○S62の供用開始以来、実質的な値上げをしていな
い
○使用料による経費の回収率が56.60％（H30） と、
類似団体平均（88.98％）と比べて大幅に低い。
※ ウトロの特定環境保全公共下水道は経費回収
率40.7％（H30）

○管内16の下水道の中で2番目に安価
（R1.11現在、20㎥使用料比較）

⇒ R4年度に20％、3千万円の収支改善

を見込む（詳細は今後検討）

②企業会計への移行（R5まで）
下水道事業会計は令和5年度までに企業会計に移
行することとなります。
資産の整理、計画的な修繕、改修を進めます。

■単位：億円

料金改定による
繰出し金の抑制

毎年3,000万円程度抑制

（R4～）

下水道特別会計への繰出金の推移



○敬老事業助成金対象者の変更
対象を70歳以上から75歳以上に見直しました。なお、令和2年度から令和6年度までの間は、対象年齢
を71歳から1歳ずつ引き上げました。

○敬老祝金の支給対象者、支給金額の変更
喜寿(77歳)3万円、米寿(88歳)5万円、白寿(99歳)10万円から米寿・白寿各1万円の支給に見直しました。

毎年5,000万円
程度抑制

（R3～）

○介護保険低所得者支援の見直し
軽減率の変更、対象者の該当要件の変更を検討します。

○国民健康保険料独自減免の廃止
今後の全道保険料統一化に向けて、資産割の廃止（R2～R4で実施）、応能応
益割合の見直しと斜里町独自で行ってきた減免を廃止します。（R3から実施）

アクションプラン③-3 高齢者施策等の見直し

20
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アクションプラン③-4 社会資本の計画的な維持と投資事業の抑制

21

※H22～R1は決算値、R2～R6は
財政収支試算による Point

①大型事業の年を除いて、発行を償還額以下に抑制。
②償還額はR2以降は微増が続く
③事業投資は抑制しており、これが基金減の主要因ではない

みらいあーる
の建設時

役場改修
斜里中G人工芝化中止

／事業の抑制

2億円程度抑制

（R3）

斜里町における起債の発行額・償還額および現在高の推移



アクションプラン③-5 団体運営補助金等の適正化
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○補助金等の適正化
斜里町では1.2億円あまりを団体等の補助金として支出しています。各団体は町民の公共的・公益的な活動の基盤
ですが、前回の見直し（H16-18）から約15年が経過し、年数の経過により構成者や対象者、活動内容等も変化するた
め、適宜見直しが必要となります。
令和3年度の予算化に向けて、補助金の適正化を行うものとし、
この15年間で15％人口が減少していることを考慮し、10％程度の
削減に取り組みます。

毎年1,000万円程度抑制

（R3～）

アクションプラン③-6 広域化や共同化による効率的な行政
○広域化や共同化の推進

人口の減少や、必要とされるサービスの高度化などにより、全てのサービ
スを単独の自治体で賄うことがますます困難になっており、三町や網走圏
域など、様々なレベルでの連携が不可欠です。
①網走圏域での「定住自立圏」の勉強会に参加（R3年度～）
②ごみ処理における広域処理の導入の検討（R3年度～）
③斜里郡三町での社会教育施設等施設の共同利用等の検討
（R3年度～）

将来的な経費削減

アクションプラン③-7 民間委託の具体的検討
①居宅介護支援事業所（R3～）
②学校給食調理業務
③図書館等窓口業務
民間委託の実施に向けて、具体的な検討を行います。

将来的な経費削減



アクションプラン④ 歳入の確保
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実施項目

実施年度

第6次行政改革項目
R2 R3 R4 R5

「企業版ふるさと納税」の導入 導入

Ⅲ-2-(2) ５）
その他自主財源の確保

「リワード付ふるさと納税」の導入 導入

「ガバメントクラウドファンディング
（GCF）」の導入

導入

「宿泊税」の導入 導入 Ⅲ-2-(2) １）
入湯税の増税等

使用料・手数料の見直し 調査・検討 導入 Ⅲ-2-(2) ２）
受益者負担・公共料金の適正化

町税等の収納率の維持向上 実施 条例制定 Ⅲ-2-(1) １）
滞納処分の継続

町有財産の有効活用 実施 Ⅲ-2-(2) ３）
公有財産の売却、有償貸付の促進

安全かつ効率的な基金運用と、資
金調達コストの削減

繰替運用 実施 Ⅲ-2-(2) ５）
その他自主財源の確保



アクションプラン④-1 「企業版ふるさと納税」の導入
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企業が自治体に寄附することで税負担が軽減される「企業版ふるさと納税」は、H28年度からスタートしましたが、R2
年度の税制改正により、適用期限の延長（R6年度まで）、損金算入による軽減効果の拡充（9割）、認定手続きの簡素
化が進められ、活用しやすくなりました。
今年秋からの募集を開始し、ふるさと斜里会やテレワーク企業など
斜里町と関連のある企業などにご協力を呼びかけます。

未積算
（R2～R6）

アクションプラン④-2 「リワード（返礼品）付ふるさと納税」の導入
「ふるさと納税」の寄附制度は、H20以来賛否様々な意見はありつつも、全
国的に広く浸透してきました。
斜里町はこれまで「100平方メートル運動の森・トラスト」を返礼品なしのふ

るさと納税として取り組んできましたが、さらに個人からの寄附を活かしたま
ちづくりを目指し、12月から「リワード（返礼品）付ふるさと納税」の募集を開
始し、R3年度からの本格的な導入を目指します。

毎年2,000万円以上確保

（R3～）

アクションプラン④-3 「ガバメントクラウドファンディング（GCF）」の導入
GCFは、政府や自治体の課題解決に向けて、寄附金の使い道をより具体

的にプロジェクト化し、そのプロジェクトに共感した方々から寄附を募る仕組
みです。近年、ふるさと納税の広まりとともに、寄附文化として広まりつつあ
ります。R3年度からの導入を予定します。
例：「鮭日本一のまちで、鮭が遡る川を復活させたいプロジェクト」

毎年200万円以上確保

（R3～）

アクションプラン④-4 「宿泊税」の導入
町内に宿泊をした方を対象として、観光振興財源として徴収する宿泊税
は、令和3年4月の導入を目指して準備を進めてきましたが、「新型コロナ

ウイルス感染症」の拡大に伴い、観光業が大きなダメージを受けており、
導入を延期しています。観光の回復状態を見極め、令和4年度以降の導
入のタイミングを決定します。

毎年0.7億円確保

（R4～）
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アクションプラン④-6 町税等の収納率の維持向上
令和1年度の税等合計した徴収率は99.01％、と高い率を維持しています

が、今後も対応のマニュアル化、研修の実施を進め、徴収担当の能力向上
をはかります。また、私債権の遅延損害金について体制を整備します。

アクションプラン④-7 町有財産の有効活用
毎年500～1,000万円

（R2～）
町有林や学校林が伐期を迎えており、計画的な管理が必要となっていま
す。また、また、旧学校などのほか、当面利用のない町有財産については、
順次売却をはかります。

アクションプラン④-8 安全かつ効率的な基金運用と、
資金調達コストの削減

将来的な削減

国保病院会計は運転資金の余裕がない状態が続いていることから、財政
調整基金の繰替運用を行い、貸付金により病院会計の安定化を目指します。

また、債権の購入による基金運用や、資金調達では利子の削減に向けた
据え置き期間の短縮などについて、令和4年度の導入を図ります。

未積算
（R2～）

アクションプラン④-5 使用料・手数料の見直し
多くの項目が前回の改定から15年が経過していることから、オホーツク管

内の状況を勘案しつつ、改定します。また、施設使用料については減免制
度も含めて適正化をはかります。

未積算
（R4実施）



３．さいごに
町民のみなさまへ



すべての会計について、職員一同危機感をもって財政

改革、改善に取り組みます。
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第６次行政改革

○斜里町の財政の現状にご理解をお願いします

基本目標「幸せを実感できる住みよいまちづくり」

基本方針
○行政サービスの見える化と協働の推進
○効果的・効率的な行政運営の推進
○歳入および歳出改革の推進 アクションプラン

○今後も情報提供し、「見える化」を推進しますので、
「協働」に向けてご支援、ご協力をお願いします。


